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１．は じ め に

本論は，前作（拙稿（2005 a））で提示した，使用済み製品が引き取られる

一方でそれが不法投棄されうる経済の「基本モデル」を拡張し，投棄の隠蔽が

行われる場合にどのような政策の組み合わせが最適であるのかを検討する。

前作の基本モデルでは，消費者と生産者が各々使用済み製品を投棄する状況

を想定したが，本モデルでは単純化のため，消費者のみが投棄を行うと仮定す

る1。その「真の投棄量」は，ある一定の確率で，政策当局の調査によって発

覚する。

一方で消費者は，投棄の隠蔽努力に時間を割くことによって，「見かけの投

棄量」をつくり出すとしよう。つまり，隠蔽努力を増やせば，見かけの投棄量

は減る。他方，真の投棄量自体が増えれば，見かけの投棄量も増える。

日本の「廃棄物処理法」2では第１６条において，廃棄物の投棄を，未遂も含め

て禁止している3。不法投棄に対する罰則は，同法の改正を繰り返すことによっ

＊ 西南学院大学経済学部。本論文は，文部科学省の平成17年度科学研究費補助金（若
手研究（B））による，「個別リサイクル法の料金徴収制度と不法投棄対策の経済学的
分析」（課題番号：16730139）の成果の一部である。あらためて感謝申し上げる。

1 本論の一般均衡モデルは前作（2005 a）と同様，消費者の利用できる時間を本源的
生産要素としているので，生産者が投棄を行うと仮定した場合でも，その隠蔽に要
する努力は依然消費者が供給しなければならない。このような生産者による隠蔽努
力と消費者の労働供給との関係のほかにも，効用関数における同隠蔽努力の取り扱
い，物質収支条件の修正あるいは追加など，本モデルで置いている多くの前提を再
検討せざるをえない。したがって，生産者が投棄と隠蔽を行うようなモデルの展開
は有意義であるに違いないが，現時点では保留しておく。
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て徐々に強化されてきた。しかしながら，例えば産業廃棄物についていえば，

数十万トン，数十万立方メートルに及ぶ大規模な不法投棄事件が次々と発覚し

ている一方4，小規模な投棄も依然頻発しており，場当たり的な法改正によっ

て実態が改善されているとは言い難い。

このような現状の背後には明らかに，不法投棄の機会をビジネスチャンスと

し，投棄の隠蔽に惜しみない努力を払う不正処理業者の暗躍がある5。また，「家

電リサイクル法」6の対象である廃家電製品については，特に道路上や道路高架

下，山林，田畑，ごみ収集ステーションといった場所での投棄が多い7。

つまり，使用済み製品を引き取って故意に投棄する処理業者だけではなく，

製品の消費者自らが身近なところに，見つからないよう周到に投棄している例

もかなり多いものと予想される。したがって，理論モデルにおいて，投棄され

るものの量と併せて，投棄の隠蔽努力の程度と影響を考慮することは，基本モ

デルを展開するいくつかの方向性の中でも，最も優先度の高い作業であるとい

える。

この分析の全体の記述は若干長くなるため，前編（本節から第４節まで）と

後編（第５節以降）に分割する。本稿は分析の前半部分であり，不法投棄に対

2 「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」（1970年12月25日公布，法律第137号）の
通称。この法律は，1991年に大幅に改正されて以降，1997年，2000年，2003年，2004
年に改正されている。それぞれの改正の要点については，梶山（2004）の第4編第1
章がわかりやすい。なお，直近の同法改正案が2005年5月11日に，参議院本会議で可
決，成立した。

3 5年以下の懲役もしくは1,000万円以下の罰金，またはこの両方が科される。さらに，
投棄を行った主体が法人である場合は，この処罰に加えて，1億円以下の罰金が科さ
れる（同法第32条第1号）。

4 日本で現在確認されている大規模な不法投棄現場は，香川県豊島，青森・岩手県
境，福井県敦賀市，岐阜県岐阜市椿洞である。豊島の事件については大川（2001），
青森・岩手県境の事件については高杉（2003）と津軽石・千葉（2003）が詳しい。
さらに，2005年6月には三重県四日市市郊外で，同県の調査によって，過去最大規模
であることが確実な不法投棄が発見された（読売新聞中部支社の報道記事〔http : //
chubu.yomiuri.co.jp/news_top/050616_2.html〕）。

5 石渡（2002）によると，現実の廃棄物の不法投棄は，再委託処理から始まる非常
に複雑なネットワークを通じて，極めて巧妙かつバラエティーに富んだ手口で行わ
れている。石渡（2004）も参照のこと。

6 「特定家庭用機器再商品化法」（1998年6月5日公布，法律第97号）の通称。2001年
4月1日より完全施行。

7 環境省（2004）。そのほかに，河川敷，公園や港湾の道路などでの投棄が目立つ。
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処する最適政策の組み合わせを論じるのに必要不可欠な数学的基礎を明らかに

する。

本論は以下，次のような内容で構成されている。まず第２節で，モデルに必

要な諸仮定を説明する。続いて第３節では，このモデル設定におけるパレート

最適条件を求める。そして第４節において，完全競争市場を想定した場合の競

争均衡条件を得る。

２．モ デ ル

本節では，多数の同質的な消費者と生産者が存在する経済を，簡単な一般均

衡モデルで表現する。

図１は，このモデルの構造を模式化したものである。本モデルでは，消費者

によって使用された「製品」は，生産者に引き取られリサイクルされるか，消

費者自身により不法投棄されるかのどちらかである。生産者によってリサイク

ルされた「有用資源」は，製品の生産過程に再度投入される。また消費者は，

自らの保有する時間を費やすことによって，投棄量を過少に見せる隠蔽工作を

図１ モデルのフローチャート
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行う。

以下では，モデルを構成するいくつかの数学的仮定を説明する。

まず，代表的な消費者に関して，次のような仮定を置く。消費者は，当該製

品を c 単位購入し，使用する。その後，c のうち０＜α＜１だけ，使用済み製

品として排出する。ここで，αを排出率とよぼう。

続いて，消費者からの使用済み製品の排出量αc のうち，生産者に引き取っ

てもらう分を b，自ら不法投棄する分を d としよう。この関係を「製品使用後

の物質収支条件」とよび，

dbc   �１

という等式で表現する。

ここで，�１式の d を，あらためて「真の投棄量」（true disposal）とよぶこと

にする。消費者の数を n とすると，この経済における不法投棄の真の総量 D

は，

ndD    �２

と表される。

前述の通り，本モデルでは，消費者が不法投棄を隠蔽する可能性を考慮する。

その隠蔽工作に費やされる時間，すなわち隠蔽努力量を，xdとする。そして，

隠蔽の結果得られる「見かけの投棄量」（disposal in disguise）d iを，

di xdzd ,   �３

と定義しよう8。

ここで，�３式の偏導関数について，zd＞０および zx＜０を仮定する9。つまり，

真の投棄が増えれば見かけの投棄は増える一方，隠蔽努力を増やすことによっ

て見かけの投棄を減らすことができる。この zdを「見かけの限界投棄」（mar-

8 分析の上で特に必要ではないが，一応 d i＜d を仮定しておく。
9 以下で関数の下添え字は，偏微分の対象変数を表している。なお，添え字の変数
を短縮して書いても誤解が生じないと判断した場合は，そのようにしている（例え
ばここでは，zxdではなく，zxと表記している）。
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ginal disposal in disguise），zxを「（見かけの）限界隠蔽」（marginal concealment）

とよぼう。また，関数 z は凸であると仮定しておく10。

さらに，見かけの投棄の総量 Z を，�３式を用いて，

di xdnzndZ ,   �４

とする11。

これらの変数を用いて，代表的な消費者の効用関数を，次のように定義する。

.,,,,,,,,, ddldl xxdnzndxcuxZDxcuU   �５

�５式において，xlは余暇の量（＝余暇時間）を意味する。ここで，効用の偏

導関数すなわち限界効用について，それぞれ uc＞０，uxl＞０，uD＜０，uxd＞０

を仮定する12。また，見かけの投棄総量の限界効用 uZに関しては，符号をあら

かじめ定めない。つまり，他人の行動にも依存する真の投棄総量 D が増える

と生活環境が悪化し，消費者の効用は低下するが，見かけの投棄総量 Z が増

えてもそうなるとは限らない。

なお，上記の限界効用は，各変数の増加に関して逓減的であると仮定する。

くわえて，分析の簡単化のため，ある変数に関する限界効用は，それ以外の変

数から影響を受けないものと仮定する13。

10 つまり，zdd＞0，zxx＞0であると仮定する。ただしこの仮定は，後述する見かけの投
棄総量の限界効用 uZ，および政策当局が予想する使用済み製品についての関数 e に
依存しており，これらの形状次第では，z は必ずしも凸でなくても構わない。さらに
簡単化のため，交差偏導関数はゼロ，すなわち zdx＝zxd＝0を仮定しておく。

11 本モデルでは，n 人の消費者が全員（潜在的に）不法投棄をし，かつ全員が隠蔽工
作を行うと仮定しているが，それぞれの人数を区別しても何ら問題はない。例えば，
隠蔽を行う消費者の数を m とし，m＜n と仮定しても構わない。この区別によって，
以下の分析が若干複雑となるが，得られる実質的な含意は同じである。

12 最後の uxd＞0に対しては，少々違和感があるかもしれない。本モデルにおいて，不
法投棄の隠蔽努力は一種の資源投入の過程であり，余暇の消費と同様に，機会費用
を伴う行為である。費用が発生するからには，それとバランスするような便益が存
在しなければ，常に端点解となってしまう。このような理由から，隠蔽努力に関す
る限界効用が正であると仮定している。

13 すなわち，ucc＜0，uxlxl＜0，uDD＜0，uZZ＜0，uxdxd＜0，および ucxl＝ucD＝ucZ＝ucxd＝
uxlD＝uxlZ＝uxlxd＝uDZ＝uDxd＝uZxd＝0である。これらの2階偏導関数および交差偏導関数
を仮定することによって，次節で論じるパレート最適に関する2階条件が保証される。
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さて次に，代表的な生産者についての仮定を導入する。生産者は，労働の投

入量（＝労働時間）xcと，有用資源である使用済み製品の引取量（＝投入量）

b をもとに，製品の生産量 c を得る14。この関係を，次の関数で示す。

.,bxfc c   �６

ここで，�６式の偏導関数について，まず fx＞０を仮定する。一方，fbに関し

ては，符号をあらかじめ定めない。つまり，投入される労働が増えれば生産量

が増える一方で，有用資源の投入を増やしたからといって生産量が増えるとは

限らない15。ここでは，リサイクルの限界生産性がゼロとなる有用資源の投入

量 b0が存在すると仮定し，投入量がこの水準より少なければ fb＞０，多ければ

fb＜０であると考えよう。

また，上記の限界生産性は，各生産要素の増加に関して逓減的であると仮定

する。かつ，単純化のため，それぞれの限界生産性は他方の生産要素に影響を

受けないと仮定しよう16。

最後に，本モデルの本源的生産要素である時間についての制約を，次の式で

表現する。

.dcl xxxX   �７

ここで，�７式の左辺の X は，消費者が利用できる時間の総計である。消費

14 本モデルでは，使用済み製品を有用資源と見なしている。したがって，生産者が
引き取った使用済み製品の量は有用資源の量に等しい。このような非常に単純な想
定に対して，例えば拙稿（2004）では，使用済み製品が引き取られてから再び生産
に投入されるまでの細かい過程をモデル化している。また，本モデルではやはり単
純化のため，有用資源以外の資源の投入は考慮していない。有用資源とその代替で
あるヴァージン資源を想定したモデルとしては，拙稿（2002）を参照されたい。ち
なみに，これらはいずれも一般均衡モデルであり，労働を本源的生産要素と仮定し
ている点で共通している。

15 使用済み製品は，名目上は有用資源であるが，実際に使えるものばかりだとは限
らない。リサイクルの過程において，はじめは良質な資源を使うことによって生産
性を高めうるが，質が悪いものばかりになってしまうと生産性に悪影響を及ぼしか
ねない。

16 すなわち，fxx＜0，fbb＜0，および fxb＝fbx＝0である。これらの数学的仮定は限界効
用に関する仮定と同様，パレート最適の2階条件を保証するものである。
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者はこの限られた時間を，余暇，労働，不法投棄の隠蔽にそれぞれ費やす。

３．パレート最適条件

本節では，代表的消費者の効用最大化問題を解くことにより，パレート最適

のための数理的条件を導出する。

このモデル化された経済において，合理的な消費者は，製品使用後の物質収

支条件�１，製品の生産に関する需給均衡条件�６，利用可能な時間の条件�７の３

つを制約として，自己の効用�５を最大化すると仮定する。その際，真の投棄量

�２と見かけの投棄量�４は，前述の効用関数に含まれている。

まず，この制約付きの効用最大化問題についてのラグランジュ関数 L を，

次のように設定する17。

.

,,,,,,

dcl

cddl

xxxXdbc

cbxfxxdnzndxcuL

   �８

�８式のλ，κ，σはそれぞれ，生産過程での生産要素および生産物の需給，

使用後の製品の需給，本源的生産要素の需給に関わるラグランジュ乗数である。

これらの乗数は一般に潜在価格（shadow price）とよばれ，いずれも数量に関

する制約式を効用関数と結び付けているため，効用単位で測られる。

このパレート最適化においては，すべての変数が内点解をもつと仮定する18。

したがって，�８式をそれぞれの変数で偏微分した値をゼロとすることによって，

以下のパレート最適の１階条件を得る。

,cu   �９

17 消費者は1種類だけなので，他の消費者の効用を一定とする制約は不要である。
18 後編の分析では，隠蔽が行われないのが最適である場合（つまり xd＝0）も検討す
る。このときは，後述の�１２式と�１９式に不等号が含まれるので，最適な政策を導くた
めの条件としては使えない。

不法投棄の隠蔽が行われるときの最適な政策の組み合わせ：前編 －５３－



,xlu   �１０

,dz

dZD Uznunu   �１１

,xZxd znuu  �１２

and,xf   �１３

.bf   �１４

なおかつ，これらの２階条件はすべて満たされていると仮定する。また，�８

式中の制約式がすべて等式であると仮定しよう。

以下では，�９式から�１４式の理論的含意を順に記す。

まず�９式は，製品の生産に関する潜在価格λが，製品の使用による限界効用

ucと，その後の排出に関する潜在価格κに排出率αを乗じた値との和に等しい

ことを意味している。

次の�１０式は，時間の制約についての潜在価格σが，余暇の限界効用 uxlに等

しいことを示している。uxlが正であると仮定しているので，σは正である。

若干複雑に見える�１１式は，製品使用後の排出の潜在価格κが，nuDと nuZzd

の和である U dzに等しいことを意味している。

この U dzを，不法投棄の限界社会的効用（marginal social utility of illegal dis-

posal）と名づけよう。仮定より uD＜０であるから，nuDは負である。一方，

zd＞０であるが，uZの符号は特に決めてないので，nuZzdは正負のどちらでもあ

りうる。したがって，U dzの符号は不明である。

投棄の隠蔽に関する�１２式は，時間制約の潜在価格σが，隠蔽努力に伴う限界

効用 uxdと，隠蔽の限界社会的効用 nuZzxの和に等しいことを表している。また，

�１３式は，同じくσが，労働の限界生産物価値λfxにも等しいことを示している。

最後の�１４式は，製品使用後の排出の潜在価格κが，リサイクルの限界生産物

価値λfbに等しいことを意味している。
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以上の諸条件をもとに，パレート最適における潜在価格の符号を確認してお

こう。まず前述の通り，σは正である。このとき�１２式より，nuZzxは正，また

は絶対値の小さな負であればよい。よって，依然 uZの符号に制約はない。

次に，�１３式において，fxとσが正であることから，λも正である。したがっ

て，�９式より，uc＋κα＞０である。

さて，残るはκであるが，これはどちらの符号もとりうる。もしリサイクル

の限界生産性が常に正であると仮定するならば，�１４式よりκは正である。この

とき�９式より，常に uc＋κα＞０である。かつ�１１式より，nuZzd＞－nuD＞０を

満たす必要から，uZは正でなければならない。

他方，もし uZあるいは zdがゼロであるならば19，�１１式よりκ＝nuD＜０であ

る。そのとき�１４式から，fbは負でなければならない。つまり，パレート最適に

おいて，過剰なリサイクルが行われていることになる20。

４．競争均衡条件

前節のパレート最適化問題に対して，本節では，分権的経済における完全競

争市場を仮定した上で，消費者と生産者の意思決定問題を定式化し，その均衡

状態を特徴づける競争均衡条件を導出する。

まず代表的消費者は，この分権化された経済において，次のラグランジュ関

数 Lχで示した制約付きの効用最大化問題を解くものと仮定する21。

19 これは，見かけの不法投棄量の微小な変化が効用に何ら影響を及ぼさない状況，
あるいは，真の投棄量と見かけの投棄量が無関係であるような状況を指している。

20 この含意は，基本モデルである前作（2005 a）の結論と同じである。そして，後編
の分析で明らかにされるように，本モデルにおいてもやはり，最適なκは負でなく
てはならない。

21 以下で上添え字のχは，競争市場での値を示すのに用いている。
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ここで，�１５式のσχとκχはそれぞれ，消費者の金銭面での収支と物質収支

に関するラグランジュ乗数である。パレート最適問題での解釈と同様に，これ

らの潜在価格は効用単位で測られる点に注意しよう。

まず，�１５式の右辺第１項で示された効用関数では，真の不法投棄と見かけの

投棄の総量をともに所与としている。これは，各消費者がそれぞれ投棄とその

隠蔽を行う一方で，それらの総体的な影響がわからない，という事情を考慮し

たものである22。この外部性をいかに消費者あるいは生産者の分権的な意思決

定に反映させるかが，本分析が追究する最適政策の意図である。

次に，�１５式の右辺第２項は，消費者が直面する予算制約式である。ここで，

pxは本源的生産要素の市場価格であり，時間の限界機会費用である。また，pc

は製品 c の市場価格，tcは同製品を購入する際に適用される課税率，s は使用

済み製品 b の引取料金率である。

それに続いて，真の投棄量 d に掛けられている０＜ρ＜１は，政策当局の

調査によって真の投棄が発覚する確率であり，tdはそのときに支払わなければ

ならない罰金率である23。そして，t zは，見かけの不法投棄量 d i＝z（d，xd）

22 ちなみに，自分の行為の影響については自覚している状況も，容易に表現できる。
例えば，効用関数内の真の投棄総量を d＋（n－1）d

－，あるいは見かけの投棄総量を
z（d，xd）＋（n－1）z（d

－，－xd）とすればよい。つまり，自分以外の（n－1）人の消費者
に関する数量を所与と見なすのである。

23 本モデルでは，環境政策の執行（enforcement）と処罰（penalty）に関するサーヴェ
イ（Cohen（1999）や Heyes（2000））でも中心的に取り上げられている，従量的な罰
金を前提とする。ただ，廃棄物処理法では，不法投棄に関するものを含め，違反行
為に対する罰金と懲役期間の上限がそれぞれ定められているだけで，違反した量に
応じて刑が重くなるという関数的性質は見当たらない（拙稿（2005 b））。ちなみに，
発覚確率ρがゼロのときに最適な罰金率が無限大となってしまう場合があるので，
あらかじめその可能性を排除している。
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に対する課税率である24。なお，隠蔽努力そのものには課税できないと仮定し

ている。

ところで，tdに加えて t zを仮定する必要は一見なさそうだが，政策の多様性

をあらかじめ確保しておく意味で，この設定は有意義である25。これは例えば，

いったん不法投棄が見つかった後で，その悪質な罪状が明らかとなってより重

い刑罰が科される，といった場合に当たる。あるいは，生産者へ引き渡す経路

とは別の（望ましくない）委託処理経路があり，そこで要求されている料金率

が t zである，という状況である。

以下では，必要に応じて，tdを（真の投棄への）罰金率，t zを（見かけの投

棄への）課税率と，それぞれ端的によぶことにする。

最後に，�１５式の右辺第３項は，製品使用後の物質収支条件を示している。こ

こでは，前作（2005 a）の第６節で導入した，製品排出後の情報が限定的であ

るときの関数 e を仮定している。つまり，政策当局は，使用済み製品の排出

量αc は観察できるが，消費者が次にそれをどうするかに関しては，不完全に

しか知りえない。

このような限定情報を前提とし，使用済み製品の行き先を表す e の偏導関

数について，予想引渡係数（expected delivery coefficient）ebおよび予想投棄係

数（expected disposal coefficient）edを，ともに正であると仮定する26。また，

予想隠蔽係数（expected concealment coefficient）exの符号はどちらもとりうる

ものとする。後者の仮定は，政策当局が真の不法投棄量を知らず，それゆえ隠

蔽努力がどのように効いているのかわからない，という想定に基づいている。

さらに，関数 e は弱い凹であると仮定する27。

24 単純化のため，政策当局は見かけの投棄を確実に把握できるものと仮定する。こ
こにも確率を入れて構わない。要するに，投棄を見つけることよりもその実態を解
明することの方がはるかに難しい，という想定が維持されていればよい。

25 実際，後編で示されるように，特殊な場合を除いては課税率 tzを設定する必要が
ある。

26 前作（2005 a）の「消費者の限界投棄」という定義が，本論で既に導入した「見か
けの限界投棄」と混同するのを避けるため，このような再定義を採用している。

27 つまり，ebb�0，edd�0，exx�0とする。ここで等号を入れているのは，e を1次関数
と政策当局が想定する場合を考慮しているためである。くわえて，単純化のために，
すべての交差偏導関数はゼロ，すなわち ebd＝ebx＝edx＝0を仮定する。
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以上のように定義された効用最大化問題を解くことによって，消費者均衡を

特徴づける下記の１階条件を得る。なおここでは，すべての操作変数に内点解

が存在し，制約式はいずれも等号で成立すると仮定している。

,cc

c tpu   �１６

,xl
x up   �１７

,
11 dz

d

z

d

d

d

T
e

tzt
e

 �１８

and,x
z

xxd

x etzup   �１９

.
be

s
   �２０

以下では，パレート最適条件のときと同様，各条件の含意を順に確認してお

く。

まず�１６式の左辺は，製品の使用による限界効用 ucと，その後の排出に関す

る潜在価格κχに排出率αを乗じた値との和である。一方で�１６式の右辺は，時

間の制約についての潜在価格σχに，製品の税込み価格（pc＋tc）を掛けたもの，

すなわち効用単位で測った製品の税込み価格である。消費者均衡において，こ

の両辺は一致する。

次の�１７式は，時間制約の潜在価格σχに時間の限界機会費用 pxを乗じた値が，

余暇時間の限界効用 uxlに等しいことを示している。uxlと pxは正であるから，

σχも当然正である。以下では，σχpxを，効用単位で測った限界時間費用と

よぶことにする。

続いて，�１８式と�２０式の左辺は，使用済み製品の排出の潜在価格κχを時間の

潜在価格σχで割って，負の符号を付けたものである。ここで，�２０式の右辺よ

り，s と ebはともに正と仮定しているので，その左辺も正でなければならない。

この時点で，κχは負でなければならないことがわかった。

他方，�１８式の右辺は，不法投棄の限界不遵守費用（marginal noncompliance cost
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of illegal disposal）である T dzを，予想投棄係数 edで除したものである。

この T dzは，�１８式の中央にあるように，真の投棄に関する期待罰金率ρtdと，

見かけの限界投棄への課税額 zdtzから成る。仮定より，ed，ρ，zdはいずれも

正である。ここで，投棄に対して補助金が与えられるというのは非現実的なの

で，tdと t zはともに非負であるとしよう。

また，�２０式の右辺は，引取料金率 s を予想引渡係数 ebで除したものであり，

前述のように正である。

最後に，�１９式の左辺は�１７式と同じく，効用単位で測った限界時間費用である。

他方の右辺は，投棄隠蔽の限界効用 uxd，効用で測った隠蔽による課税回避額

－σχzxtz，そして効用で測った予想隠蔽係数の負値－κχexをそれぞれ足し合

わせた値である28。なお，exについて符号をあらかじめ決めてないので，－κχex

の正負は不定である。

消費者が直面する問題に続いて，代表的生産者の制約付き利潤最大化問題を，

次のように定式化しよう。

., cbxfqbxpcp ccxc   �２１

�２１式において，q は使用済み製品 b の引取に伴う単位収益，λχは生産要素

と生産物の需給に関する潜在価格である。なお，q は，製品の引取に付随する

あらゆる収入や補助金から，引取の実費や税金などを控除したものである。そ

れゆえに，前述の引取料金率 s とこの単位収益が一致する保証はない。くわえ

て，q の符号を特に限定しておかない。

この利潤最大化の過程から，生産者均衡を表す以下の１階条件が求められる。

なおここでも，操作変数の内点解と制約式の等号成立を前提としている。

,cp  �２２

and,x
x fp   �２３

28 仮定より限界隠蔽 zxは負なので，－zxは隠蔽による課税の限界回避分と解釈され
る。
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.bfq   �２４

まず�２２式より，生産者均衡において，製品価格 pcは同製品の潜在価格λχと

一致する。また，�２３式より，時間の限界機会費用すなわち生産要素の市場価格

pxは，その限界生産物価値λχfxに等しい。これらの価格と労働の限界生産性

はいずれも正なので，λχは正でなければならない。

さらに，�２４式より，使用済み製品の引取に関する単位収益 q は，リサイク

ルの限界生産物価値の負値－λχfbと一致する。前述の通り，λχは正であるか

ら，もし q が正ならば fbは負でなければならない。逆に，q が負ならば fbは正

でなければならない。

さて，本節を終えるにあたって，以上で求められた競争均衡条件を組み合わ

せて，均衡での数学的性質をもう少し明らかにしておこう。

まず，�１７式，�１９式，�２０式より，

bx

xz

x

x

z

xxdxl

e

s

z

e
tz

etzuu

   
�２５

という関係が得られる。

�２５式の左辺は，余暇の限界効用と，投棄隠蔽努力の限界効用との差である。

どちらがより大きいかは，見かけの不法投棄に対する課税率 t z
�０と，隠蔽に

関する情報 ex/zxおよび引取に関する情報 s/eb＞０の積との大小関係に依存する。

�２５式の括弧の前に掛かっている－σχzxが正であるから，もし t z＞（exs / zxeb）

であるならば uxl＞uxdであり，t z＜（exs/zxeb）ならば uxl＜uxdである29。

次に，�１８式と�２０式より，

dz

d

b T
e

e
s  �２６

29 ただし，具体的な効用関数を例示しない限り，これ以上のことはいえない。
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を得る。

�２６式において，引取料金率 s と予想係数の比 eb/edはともに正であるので，

不法投棄の限界不遵守費用 T dzのうち，少なくとも tdと t zのどちらかは正でな

ければならない。

最後に，�２２式を�１６式に代入すると，

c

c tu    �２７

となる。この操作自体はあまり有益ではないように見えるが，次節の分析でこ

の式を用いるために，ここであらかじめ準備をしておく。

なお以下では，説明の都合上，製品への課税率 tcを非負と仮定する。製品

の購入に補助することは特に奇妙な政策ではないが，最適政策の組み合わせを

図示する際，負値の可能性を認めると図が不必要に複雑になるため，あらかじ

め課税率の範囲を限定しておく。

【前編終わり：後編に続く】
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